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就学前親子の子育て不安と居場所ニーズ
−A市の就学前親子の居場所に関する質問紙調査より−

八重樫　牧子１）*

１）新見公立大学健康学部地域福祉学科　

（2020年11月18日受理）

１．研究目的

核家族化、地域関係の希薄化、少子化等の子どもの育ち
や子育てをめぐる環境の変化により、子育てに不安感や孤
立感等を感じる人が増えており、子どもの育ちと子育てを
行政や地域社会をはじめ社会全体で支援していく必要が
ある。2015（平成27）年からは、子ども・子育て支援法も
施行されている。この法律に基づいて、市町村は「地域子
ども・子育て支援事業」を実施している。

A市においても子育ての孤立化が進行している。『平成
30年度A市子ども・子育て支援に関する調査報告（概要
版）』１）によると、「子育てや日常生活のことを話し合え
る人がいる」という質問について「はい」と答えた人は、
2016（平成28）年度の調査では41.1％であったが、2018（平
成30）年度調査では27.5％と13.6％減少していた。今後、地
域における子育ち・子育て支援を充実していくことが求
められるが、このような子ども・子育て支援のひとつとし
て、「親子の居場所」がある。「親子の居場所」は、地域
において就学前親子がいつでも利用することができ、安
全・安心して過ごすことのできる居場所になっている。
「親子の居場所」としては、市町村など行政が中心となっ
て設置・運営しているもの（市町村が運営を民間に委託し
ているものも含む）や、NPO法人などが中心となって独自
に実施しているものなど、様々な形の居場所がある。市町
村が実施している代表的なものとしては、「地域子育て支
援拠点事業」（以下、拠点事業と略す）や「児童館」など

がある。保育所を運営する社会福祉法人やNPO法人なども
市町村から委託を受けてこれらの親子の居場所を実施し
ている。また、NPO法人などが独自に実施しているものと
しては「プレーパーク（冒険遊び場）」や「子ども食堂」な
どがある。

特に、拠点事業は、就学前親子の居場所として重要な役
割を果たしている。この拠点事業は、児童福祉法（第6条の
3第６項）に規定されており、子ども・子育て支援法第59条
に規定された「地域子ども・子育て支援事業」の一つでも
ある。「地域子育て支援拠点事業実施要綱（雇児発0529第
18号）」に、拠点事業の基本事業として、①子育て親子の
交流の場の提供と交流の促進、②子育て等に関する相談、
援助の実施、③地域の子育て関連情報の提供、④子育て及
び子育て支援に関する講習等の実施（月1回以上）が定めら
れている。2019（令和元）年度実施か所数（交付決定ベー
ス）は7,578か所である２）。2019（令和元）年4月現在のA市
の拠点事業は27か所あるが、12か所の保育所、9か所の認定
こども園、6か所の児童館において実施されている。

就学前親子の居場所の利用状況やニーズに関する調査
研究については、この拠点事業の利用者を対象としたもの
3-9）や、幼稚園や保育所などに子どもを通わす保護者を対象
にしたもの10-12）、1歳半・3歳児健康診査を受けた保護者を
対象にしたもの13-15）、さらに、支援者を対象にしたもの16-18）な
ど数多くある。しかし、就学前の子どものいる子育て世帯
を対象に拠点事業を含む親子の居場所に関する調査研究
を行っているものは少ない19）。また、市町村子ども・子育
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親子が安全・安心に過ごすことのできる「就学前親子の居場所」のあり方を検討するために、A市市民協働
推進ニーズ調査事業として「就学前親子の居場所に関する質問紙調査」を実施した。0歳から5歳までの子ども
がいる2,520世帯（住民基本台帳から無作為抽出）を対象に、郵送調査法（2019年6月7日～6月30日）により調
査を実施し、1,275人から回答が得られた（有効回答率は50.6％）。子育て不安と居場所ニーズについては因子
分析を行い、因子得点を算出した。本稿では子育て状況、子育てサポート、親子の居場所利用状況等と、子育
て不安・居場所ニーズとの関連性について検討した。子育てサポートがあるほど子育て不安は低くなり、親子
の居場所を利用するほど居場所ニーズが高くなることが推察された。未就園児には、子ども・親子・親同士の
交流ができる居場所が必要である。就園児を持つ親も困難感を抱えており、子育て相談支援等が必要である。
（キーワード）子育て不安、親子の居場所ニーズ、子育てサポート、地域子育て支援拠点事業、質問紙調査法
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て支援事業計画を策定するにあたって、子育て世帯を対象
に保育所等の子育て支援に関する調査が実施されており、
拠点事業の利用状況についても調査がなされている。しか
し、拠点事業などについてどのようなニーズがあるかなど
詳しい調査は行われていない１）。

そこで、本研究では、親子が安全・安心に過ごすことの
できるA市の就学前親子の居場所のあり方を検討するた
めに、A市の就学前の子どものいる世帯を対象に、子育て
状況や、拠点事業など就学前親子が利用する居場所のニー
ズ等に関する質問紙調査を実施した。なお、本調査は、今
後、拠点事業など就学前親子の居場所のモデル事業を提案
するために、「A市市民協働推進ニーズ調査事業」注1）とし
て、A市地域子育て支援課とNPO法人A市子どもセンター
の協働で実施した。筆者はA市子どもセンターの会員とし
て本事業に参画した。

なお、各調査項目の基礎集計の結果や、就園状況(就園・
未就園）によって違いがあるか検討するために「就園児」
「未就園児」に分けて集計・分析を行った結果について
は、すでに報告した20）21)。また、子ども虐待意識や経験に着
目して、子育て状況（就園状況、家族形態、家計状況）、子
育て不安、居場所ニーズ等との関連性についても発表を行
った22）。そこで、本稿では、子育て不安と居場所ニーズに
着目し、子育て状況（就園状況、家族形態、家計状況）や
子育てサポートとの関連性について検討を行う。

２．研究方法

2-1　調査対象と期間

調査対象は、2019（令和元）年5月現在のA市住民基本台
帳から、0歳から5歳までの子どもがいる36,742世帯から
2,520世帯を無作為抽出し、同年6月7日～6月30日に郵送調
査法により質問紙調査を実施した。1,275人から回答が得ら
れた。有効回答率は50.6％であった。なお、ペアワイズ法に
よる欠損値の削除を行ったので、ｎ数が異なる場合があ
る。

2-2　調査内容

就学前親子の子育て不安や居場所ニーズ等に関する質
問紙調査票を作成した。調査項目は、属性（続柄、年齢な
ど）、家族（世帯形態、人数など）、子どもの就園状況、居
住状況（地区、居住形態、年数）、就労状況、家計状況、家
族の健康状態、子育てサポート状況、気がかりなこと・心
配ごとの種類、気がかりなこと・心配ごとの内容（以下、子
育て不安と略す）、就学前親子の居場所のニーズ（以下、居
場所ニーズと略す）、体罰等の意識と経験、子どもの生活
状況、A市の就学前親子の居場所（地域子育て支援センタ
ー、児童館・児童センター、おやこクラブ、子育て広場、公
民館、プレーパーク）の認知・利用・希望などであった。な

お、子育て不安については、牧野23）の「育児不安尺度」を
参照し、さらにストレス感に関する項目を加えて作成し
た。居場所ニーズについては、『詳解　地域子育て支援拠
点ガイドラインの手引き（第3版）』24）の「ガイドラインに
基づく自己評価評」と、子育て支援者コンピテンシー研究
会の『育つ・つながる子育て支援　具体的な技術・態度を
身につける32リスト』25）を参照して作成した。

また、A市の就学前親子の居場所については、調査用紙
を配布する際に同封した挨拶文において簡単に説明し、さ
らに内容が詳細に分かるようにするために、各居場所に
QRコードをつけ、A市の子育て応援サイトやホームページ
にリンクできるようにした。

2-3 分析方法

各調査項目の基礎集計を行うとともに、就園状況(就園・
未就園）によって違いがあるか検討するために、「就園児」
「未就園児」に分けて集計を行った。「就園児」と「未就
園児」の違い（差）が統計的に意味のある差なのかを検定
するためにカイ2乗検定あるいはMann-Whitney の U検定
（以後、U検定と略す）を行った。子育て不安（15項目）と、
居場所ニーズ（24項目）については、因子分析（重み付け
のない最小2乗法、プロマック回転）を行い、因子を抽出し、
各因子の因子得点を算出した。就園状況、家計状況、子育
てサポート状況、虐待経験について、これらの各因子得点
に差があるかどうか検討を行った。これらの因子得点につ
いては、シャピロ・ウイルク検定の結果、正規分布をして
いない因子得点があったので、2変数の差の検定はU検定、3
変数以上の差の検定はKruskal-Wallis検定を用いた。
Kruskal-Wallis検定の結果、有意差があるものについては、
ペアごとの比較を行い、Bonferroni訂正により調整済み有
意確率を算出し、多重比較を行った。SPSS STATISTICS
27を用いて統計処理を行った。

なお、「幼稚園」、「保育園」、「認定こども園」、「そ
の他の園・施設に通っている」を「就園児」とし、「園や
施設には通っていない」を「未就園児」とした。ただし、質
問紙調査対象の子どもが「就園児」であり、かつ保護者が
「産休・育休中」の場合（対象児以外に産休・育休に該当
する未就園児がいると考える）は、保護者のニーズとして
は未就園児を持つ保護者のそれに近いと考えるため、「未
就園児」に計上した。家計状況については、「黒字であり
毎月貯金をしている」を「余裕あり」、「黒字ではあるが
貯金はしていない」と「黒字でも赤字でもなくぎりぎりで
ある」を「普通」、「赤字であり貯金をとりくずしている」
と「赤字であり借金をしている」を「苦しい」という3カテ
ゴリーにした。

2-4　倫理的配慮

質問紙調査用紙に、質問紙調査の目的、無記名であるこ
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と、調査結果は統計的に処理されるので個人が特定される
ことはないことを明記した。質問紙調査への回答は任意で
あり、質問紙の回答をもって同意を得たものと判断した。
なお，本研究を発表するにあたっては、A市地域子育て支
援課とNPO法人A市子どもセンターの了解を得ている。

３．調査結果B

3-1　主な属性等について

回答者は91.5％が母親であった。親の平均年齢（±標準偏
差）は34.8（±5.1）歳、子どもの平均月年齢（±標準偏差）
は36.4（±20.6）か月であり、子どもの出生順位は第1子が
51.5％、第2子が33.5％であった。就園状況については、就
園児が30.4％、就園児が68.8％であった。家族形態は核家族
86.4％、三世代家族8.0％、ひとり親世帯4.0％、その他1.6％
であった。居住形態は集合住宅40.2％、一戸建て59.4％であ
り、回答者（主に母親）の就労状況については、常勤勤務
31.1％、就労していない者30.7％、非常勤勤務18.4％、産休・

育休中13.4％であった。家計状況については、「余裕あり」
42.8％、「普通」44.3％、「苦しい」12.0％であった。家族
の健康状態について健康であると答えた人は、回答者（主
に母親）96.5％、子ども98.0％、他の子ども（きょうだい、
いない人を除く）81.3％、配偶者（いない人を除く）95.8％
であった。

3-2　子育て不安と居場所ニーズ

3-2-1　子育て不安と居場所ニーズの因子分析

子育て不安について分析を行った結果、「孤立感」「ス
トレス感」「困難感」の3因子が抽出された（表1）。居場
所ニーズについては、「子育て相談・支援」「遊び場・遊
びプログラム」「子ども・親子・親同士の交流」「福祉サ
ービス」の4因子が抽出された（表2）。それぞれの因子の
因子得点を算出したが、点数が高くなるほど子育て不安や
居場所ニーズが高くなるように逆転項目の修正を行い、得
点の調整を行った。
3-2-2　子育て不安と居場所ニーズの関連性

表3は、子育て不安の3因子と居場所ニーズ4因子のスピ
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表１．子育て不安の因子分析

表２．居場所ニーズの因子分析



アマンの順位相関係数を示したものである。子育て不安の
孤立感・ストレス感・困難感は、いずれも居場所ニーズの
福祉ニーズと正の有意な相関があった。また、子育て不安
の困難感は、居場所ニーズの子育て相談・支援ニーズと正
の有意な相関があった。しかし、いずれの相関係数も0.2以
下であり、なんらかの正の相関はあるが、直接的には相関
はほとんどなかったといえる。

そこで、子育て不安や居場所ニーズにどのような要因が
関連しているのか明らかにするために、子育て状況（就園
状況、家族形態、就労形態、家計状況）や、子育てサポー
ト、さらに、親子の居場所の利用状況との関連性をみてい
くことにする。

3-3　子育て状況（就園状況・家族形態・就労状況・家計

状況）と子育て不安・居場所ニーズとの関連性

表4は子育て状況と子育て不安・居場所ニーズの関連性
を見たものである。

子育て不安の困難感ついては、未就園児より就園児の方

が0.1％の水準で有意に高く、三世代家族や核家族よりひと
り親家族の方が5％の水準で高くなっていた。さらに家計
が苦しいほど、困難感、孤立感、ストレス感のいずれも0.1％
の水準で有意に高くなっていた。なお、ひとり親家庭は、核
家族や三世代家族に比べて、0.1％水準で有意に家計が苦し
いことも明らかになった（Kruskal-Wallis検定）。

居場所ニーズについてみると、子ども・親子・親同士の
交流ニーズは、就園児より未就園児の方が0.1％の水準で有
意に高くなっていた。遊び場・遊びプログラムのニーズ
は、常勤より就労無の方が5％の水準で有意に高く、福祉サ
ービスのニーズは、家計状況からみると5％の水準で有意
差ががあったが、多重比較では有意差は認められなかっ
た。

3-4　子育てサポート

3-4-1　子育てをサポートしてくれる人

表5は子育てサポートについて、子育てに困った時の相
談相手、子育てを手伝ってくれる人、子育ての大変さを分
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表３．子育て不安と居場所ニーズの相関

表４．子育て状況と子育て不安・居場所ニーズ
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かってもらえる人について、「よくある」、「時々ある」、
「あまりない」、「全くない」の4件法で質問をした結果を
まとめたものである。

相談相手については、「よくある」と答えた人は、全体
では、パートナーが62.4％、自分の父母が44.4％と多くなっ
ていた。いずれも未就園児の方が、就園児に比べて多くな
っていた（U検定結果）。幼稚園・保育園の先生等は全体で
は14.6％と少なかったが、就園児の方が未就園児に比べて
多くなっていた（U検定結果）。

手伝いについては、「よくある」と答えた人は、パート
ナーが69.1％、先生・職員等が46.2％と多くなっていた。パ

ートナーについては、未就園児と就園児との間には有意差
はなかったが、先生・職員等については、就園児の方が多
くなっていた（U検定結果）。

理解（子育ての大変さを分かってくれる）については、自
分の父母が68.6％、パートナーが61.8％、友人・知人が
59.0％、そして先生・職員等が50.8％と多くなっていた。パ
ートナーについては未就園児、先生・職員等は就園児の方
が多くなっていたが、友人・知人には有意差はなかった（U
検定結果）。

就学前親子の子育て不安と居場所ニーズ

表５．子育てサポート



3-4-2　子育てサポートと子育て不安・居場所ニーズとの

関連性

表6は、子育てサポートを相談相手、手伝い、理解別に、
子育てをサポートしてくれる人と子育て不安・居場所ニ
ーズとの関連性をまとめたものである。
3-4-2-1　子育てサポートと子育て不安との関連性

相談相手にパートナーや配偶者の父母をあげている人
の子育て不安は、いずれも低くなっていた。自分の父母を
あげている人は、ストレス感や困難感が低くなっていた。
友人・知人ではストレス感が、教員・職員では困難感が低
くなっていた。

手伝いについても、パートナーや配偶者の父母をあげて
いる人の子育て不安は、いずれも低くなっていた。自分の
父母や友人・知人をあげている人は、孤立感やストレス感
が低くなっていた。教員・職員等とは関連性はなかった。

子育ての大変さを分かってくれることについても同様
に、パートナーや配偶者の父母をあげている人の子育て不
安は、いずれも低くなっていた。自分の父母や教員・職員
等をあげていた人は、孤立感やストレス感が低くなってい
た。だだし、自分の父母については、全くないと答え人よ
り、あまりないと答えた人の方が、困難感が高くなってい
ることについては留意する必要がある。

3-4-2-2　子育てサポートと居場所ニーズとの関連性

相談相手に配偶者の父母や教員・職員等を「よくある」
と答えて人の方が、いずれの居場所ニーズは高くなってい
た。自分の父母や友人・知人については、「よくある」と
答えた人の方が福祉サービスのニーズ以外はいずれも高
くなっていた。パートナーと答えた人は遊び場・遊びプロ
グラムのニーズが高くなっていた。

手伝いについて知人・友人を「よくある」と答えていた
人は、遊び場・遊びプログラム以外のニーズが高くなって
いた。ただし、福祉ニーズについては、「あまりない」よ
り「まったくない」の方が高くなっていたが、「あまりな
い」より「よくある」と答えた人の福祉ニーズも高くなっ
ていたことに留意する必要がある。

子育ての大変さを分かってくれることについては、パー
トナーをあげている人については、いずれの居場所ニーズ
についても有意差はなかった。パートナー以外をあげてい
る人は、いずれも「よくある」と答えた人の方が、子育て
相談・支援ニーズが高くなっていた。知人・友人と教員・
職員等を「よくある」と答えた人の方は、子ども・親子・
親同士の交流ニーズが高くなっていた。遊び場・遊びプロ
グラムのニーズについては、知人・友人を「よくある」と
答えた人の方が高く、福祉サービスのニーズについては、
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表６．子育てサポートと子育て不安・居場所ニーズ
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教員・職員等と答えた人の方が高くなっていた。

3-5　気がかりなこと・心配ごとについて

3-5-1　気がかりなこと・心配ごと

図1は気がかりなこと・心配ごとを示したものである。
就園児と未就園児について、Mann-Whitney の U検定を行
った。気がかり・心配ごとについては、他の子ども関係
（27.7％）や、教育・習い事（27.6％）が多くなっていたが、
特に教育・習いごとについては、就園児が30.3％と未就園
児に比べて有意に多くなっていた。未就園児の食事など
（29.1％）や排泄など（28.4％）は、就園児に比べて多くな
っていた。情緒発達については、就園児が22.5％と未就園児
の13.8％に比べて多くなっていたが、からだの成長につい
ては、未就園児が20.7％と就園児の14.2％に比べて多くな
っていた。また、運動機能は全体では8.5％と少なかったが、
就園児の方が9.7％と未就園児の6.4％と比べると多くなっ
ていた。遊びも全体では6.4％と少なかったが、未就園児の
方が8.4％と就園児の5.3％と比べると多くなっていた。
3-5-2　主な気がかりなこと・心配ごとと子育て不安・居

場所ニーズとの関連性

表7は主な気がかりなこと・心配ごとの上位にあがって
いた他の子ども関係、教育・習いごと、排せつと、子ども
不安や居場所ニーズとの関連性をみたものである。

気がかりなこと・心配ごととして、他の子ども関係や教
育・習いごとをあげている人は、いずれの子育て不安も有
意に高くなっていた。排せつをあげている人は、孤立感と
困難感が高くなっていた。

就学前親子の子育て不安と居場所ニーズ

図１．気がかりなこと・心配ごと

注）就園児と未就園児について、Mann-Whitney の U 検定
を行った。 

表７．主な気がかりなこと・心配ごと



居場所ニーズについては、他の子ども関係や排せつをあ
げている人は、遊び場・遊びプログラム以外の居場所ニー
ズが有意に高くなっていた。教育・習いごとをあげている
人は、福祉サービス以外のニーズが有意に高くなってい
た。

3-6　就学前親子の居場所の認知・利用・希望について

3-6-1　就学前親子の居場所の認知・利用・希望について

表8は、Ａ市の就学前親子の居場所の認知、利用、希望に

ついて、全体、就園状況別に示したものである。認知につ
いて高い項目順にみると、就園児・未就園児ともに、「児
童館・児童センター」、「地域子育て支援センター」、「公
民館」であった。なお、プレーパークについては、就園児
の方が高くなっていた。

利用については、全体で利用が高い項目は、「児童館・
児童センター」、「公民館」、「地域子育て支援センター」で
あるが、利用数は認知と比べると低いことが分かった。「公
民館」と「プレーパーク」の利用については、就園児と未
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表８．就園状況からみた就学前親子の居場所の認知・利用・希望

表９．主な就学前親子の居場所利用と子育て不安・居場所ニーズ
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就園児では差はなかったが、他の居場所については、いず
れも就園児に比べて未就園児の利用が高くなっていた。

希望については、全体、就園児・未就園児とも「プレー
パーク」が最も高いことが分かった。未就園児については、
就園児と比べると、A市が行っている事業の内、公民館以
外の事業の利用希望が高いことが確認された。
3-6-2　主な就学前親子の居場所の利用と子育て不安・居

場所ニーズとの関連性

表9は、A市の就学前親子の居場所として利用している
と答えた中で、上位4つ（児童館・児童センター、地域子育
て支援センター、公民館、プレーパーク）と、子育て不安・
居場所ニーズの関連性をみたものである。

子育て不安についてみると、児童館・児童センターにつ
いては利用している人と利用していない人の間には有意
差はなかった。地域子育て支援センター、公民館そしてプ
レーパークを利用している人は、ストレス感が有意に低く
なっていた。プレーパークを利用している人は、困難感も
有意に低くなっていた。

居場所ニーズについてみると、子育て相談・支援、遊び
場・遊びプログラムそして子ども・親子・親同士交流の
ニーズは、児童館・児童センターや地域子育て支援センタ
ーそして公民館を利用していると答えた人のニーズが有
意に高くなっていた。地域子育て支援センターを利用して
いる人は、福祉サービスのニーズも高く、すべての居場所
ニーズが高くなっていた。プレーパークについては、居場
所ニーズについては利用している人と利用している人と
の間には有意な差は認められなかった。

４．考察

4-1　子育て状況と子育て不安・居場所ニーズ

4-1-1　就園状況・気がかりなこと・心配ごとと子育て不

安・居場所ニーズ

子育て不安の困難感については、未就園児より就園児の
方が高くなっていた。居場所ニーズの子ども・親子・親同
士の交流ニーズは、就園児より未就園児の方が、高くなっ
ていた。また、気がかりなこと・心配ごとの種類は、未就
園児と就園児には有意な差があるものが多かった。気がか
りなこと・心配ごとで最も多かったのは、未就園児、就園
児とも他の子ども関係であったが、他の子ども関係をあげ
ている人は「いいえ」と答えた人に比べて、孤立感・スト
レス感・困難感のいずれも高くなっていた。他の子どもと
の関わる機会となる「親子の居場所」の重要性を確認する
ことができた。就園児をもつ子どもの親は、気がかりなこ
と・心配ごととして、教育・習いごとをあげている人が未
就園児より多かったが、「いいえ」と答えた人に比べ、す
べての子育て不安が高くなっていた。排泄をあげていた親
は、就園児より未就園児が多かったが、孤立感や困難感が

高くなっていた。また、居場所ニーズについても、これら
の気がかりなこと・心配ごとをあげている人は、居場所ニ
ーズに多少の違いはあるが、いずれも「いいえ」と答えて
いた人より居場所ニーズが高くなっていた。

このことから、「親子の居場所」では、未就園と就園児
別に、気がかりなこと・心配事に応じた個別な支援、多様
な支援が求められていることが推察された。未就園児の親
には、子ども・親子・親同士の交流ができる居場所が必要
であり、困難感を抱えている就園児を持つ親には、子育て
相談支援等が必要であるといえる。
4-1-2　家族形態・家計状況と子育て不安・居場所ニーズ

ひとり親家族は、核家族や三世代家族に比べて子育て不
安のうち困難感が高かった。また、家計状況については、余
裕のある人に比べ、普通・苦しいと答えた人の方が、すべ
ての子育て不安が高くなっていた。特にひとり親家庭は家
計が苦しく子育て不安が高いことが推察される。国民生活
基礎調査26）によると2018（平成30）年度の子どもの貧困率
は13.5％、ひとり親家族は48.1％であった。「子ども食堂」な
ど家計が苦しい子育て家庭の「親子の居場所」を充実・拡
大していくことが求められているといえる。

4-2　子育てサポートと子育て不安・居場所ニーズ

4-2-1　子育てサポートと子育て不安

相談相手について「よくある」と答えた人は、パートナ
ー（62.4％）、自分の父母（44.4％）が多くなっていた。手
伝いについて「よくある」と答えた人は、パートナー
（69.1％）、先生・職員等（46.2％）、自分の父母（44.2％）
と多くなっていた。理解（子育ての大変さを分かってくれ
る）について「よくある」と答えた人は、自分の父母
（68.6％）、パートナー（61.8％）、友人・知人（59.0％）、
教員・職員等（50.3％）といずれも約半数以上となってお
り、配偶者の父母（46.6％）も多くなっていた。

パートナーや配偶者の父母の相談・手伝い・理解のあ
る人は、いずれの子育て不安も低く、自分の父母によるサ
ポートのある人もストレス感等が低くなっていた。子育て
サポートとして、パートナーや自分の父母をあげる人は多
いこと、また、彼らの子育てサポートが子育て不安を軽減
していることについては、他の研究でも明らかにされてき
た10）11）15））。本調査でも同様の結果がえられたが、特に配
偶者の父母をサポートとしてあげている人は、他と比べる
と少なくなっていたが、子育て不安の軽減には関連がある
ことが明らかになった。なお、自分の父母による子育て理
解については、「全くない」より「あまりない」の人の方
が困難感が高いことは、子育ての大変さを分かってくれる
ことにより、かえって子育てに対する干渉が高く、自分の
子育てに困難感を感じる可能性があることも推察される。

パートナーや祖父母のサポートは、子育て不安の軽減に
影響をあたえることから、親子の居場所においても、パー

就学前親子の子育て不安と居場所ニーズ



トナーや祖父母も参加しやすい環境やプログラムを考え
ていく必要があると思われる。
4-2-2　子育てサポートと居場所ニーズ

子育てサポートとしてパートナーをあげている人が多
いこともあり、居場所ニーズについては、その関わりの頻
度との関連性はあまりなかった。しかし、パートナー以外
の子育てサポーターの子育ての相談や理解については、サ
ポートのない人ほど居場所ニーズが低くなる傾向があっ
た。新川６）は、子育て環境の良くない人ほど、例えば子育
てについて家族で語りあえていない人ほど、利用者ニーズ
が低くなっており、このような潜在ニーズには、ソーシャ
ルワーカーなどがニーズの顕在化に向けて働きかけてい
く必要があると指摘している。今後、拠点事業など親子の
居場所の支援者は、アウトリーチなどを行うことによっ
て、子育てサポートの不十分な子育て家庭に働きかけてい
くことも大切になってくる。

4-3　就学前親子の居場所の利用と子育て不安・居場所ニーズ

未就園児も就園児も親子の居場所の認知度は高かった
が、利用はいずれも低くなっていた。ただし、就園児に比
べると未就園児の利用は多くなっていた。しかし、利用希
望は高くなっており、特にプレーパークは70.5％と高くな
っていた。

地域子育て支援センター、公民館そしてプレーパークを
利用している人のストレス感は低くなっており、プレーパ
ークを利用している人は困難感も低くなっていた。また、
地域子育て支援センターを利用している人は、すべての居
場所ニーズが、利用していない人と比べると高くなってい
た。また、児童館・児童センターや公民館を利用している
人も、福祉ニーズを除いた居場所ニーズが高くなってい
た。今後、これらの親子の居場所の認知度を高めるための
情報提供などの拡充を図っていくとともに、居場所ニーズ
に対応するための事業内容の充実を図っていくことが求
められる。

プレーパークの居場所ニーズは、利用している人として
いない人との間には差はなかったが、利用希望が最も高い
ことから、親子の居場所として期待していることが推察さ
れる。A市とNPO法人A子どもセンターの協働事業で実施
された2018年度の「緑の遊び場プロジェクト」の一環とし
て実施された公園での遊び場づくりのイベントの参加者
（保護者）を対象に調査を実施した結果、イベント参加満
足度の高い人は、イベントの参加をきっかけに公園で外遊
びをしたいと思っていることが明らかになった27）。今後、プ
レーパークのような外遊びができる屋外型の「親子の居場
所」も必要である。
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注

１）「A市市民協働推進ニーズ調査事業」とは、A市とNPO
法人等市民活動団体との協働を推進し、社会課題の解決
を官民協働の手法により進めるよりよい協働事業の促
進のための事業である。本調査事業の目的は、社会課題
を解決する必要性・緊急性、協働事業により解決が図れ
る可能性などについて、具体的に現状を把握し、分析す
ることである。
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